
山梨県地域福祉増進事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 知事は、社会福祉法に基づき、地域福祉の推進並びに福祉サービス利用の援助

を図ること、又低所得者等の経済的自立と安定した生活を送れるようにすることを目

的に地域福祉増進事業を行う社会福祉法人、特定非営利活動法人、公益法人、その他

知事が適当と認める団体（以下「社会福祉法人等」という。）に対し、予算の範囲内

において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則

（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「地域福祉増進事業」とは、次の各号に掲げる事業をいう。 

（１） 社会福祉法人山梨県社会福祉協議会（以下、「県社協」という。）が、「生活

困窮者自立相談支援事業等の実施について」（平成２７年７月２７日付け社援

発０７２７第２号厚生労働省社会・援護局長通知）に基づき実施する日常生活

自立支援事業 

（２） 県社協が、「生活福祉資金の貸付けについて」（平成２１年７月２８日付け厚

生労働省発社援０７２８第９号厚生労働事務次官通知）のほか関連通知に基づ

き実施する生活福祉資金貸付事業 

          ただし、交付の対象は次に掲げるものとする。 

       ア 生活福祉資金貸付事業により貸付ける生活福祉資金の原資 

 イ 生活福祉資金貸付事業に要する生活福祉資金の欠損補てん積立金 

    ウ 生活福祉資金の貸付け等の事務に要する費用 

 （３） 県社協が、社会福祉法第８３条及び「運営適正化委員会等の設置要綱について」

（平成１２年６月７日付け厚生省社援第１３５３号厚生省社会・援護局長通知）、

「運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業について」

（平成１２年６月７日付け厚生省社援第１３５４号厚生省社会・援護局 

    長通知）並びに「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」（平成２７



年７月２７日付け社援発０７２７第２号厚生労働省社会・援護局長通知）に基

づき実施する福祉サービス苦情解決事業 

 

（交付額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、次の各号に掲げる方法により算出する。ただし、算出

された交付額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１） 第２条第１号、第２号ウ及び第３号に対する交付額は、別表の地域福祉支援事

業の項中に定める基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、

総事業費から当該事業に係る収入額（寄付金を除く。）を控除した額とを比較

して少ない方の額 

（２） 第２条第２号ア及びイに対する交付額は、あらかじめ厚生労働大臣に協議し定

めた額 

 

（交付の条件）   

第４条 規則第６条に規定する交付の条件は次の各号のとおりとする。 

 （１）次に掲げる事項に該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければな

らない。 

   ア 事業の内容を変更する場合 

     ただし、補助目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であって、 

    補助金の額の増額を伴わないものは除く。 

   イ 各事業区分内の各費目相互間の経費の配分を変更する場合 

     ただし、それぞれの配分額のいずれか低い額の２０％以内の経費の配分の変

更は除く。 

   ウ 事業を中止し、又は廃止する場合 

（２）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合にお

いては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 （３）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らな

ければならない。 



  （４）県社協は、知事の承認を受けて生活福祉資金貸付事業を廃止する場合には、県

社協が現に貸し付けている貸付金の状況及び当該貸付金の償還計画等を知事に報

告するとともに、事業を廃止する時期までの各年度における補助金の合計額を限

度として知事が定める額を知事に返還しなければならない。 

（５）県社協は、保有している生活福祉資金貸付事業に係る貸付原資の全部又は一部

について事業の見込みがないなどの事実が生じた場合又はその額が知事が別に定 

める基準に照らして過大であると認められる場合には、別紙様式７により知事に

報告し、その指示を受け、各年度における補助金の額の合計額を限度として、知

事が指定する期日までに知事に返還しなければならない。 

（６）県社協は、知事が県社協の生活福祉資金貸付事業の業務の取扱いが適正を欠く

と認め、県社協に対し是正の措置を講ずるように指示した場合には、これに従わ

なければならない。 

  （７）県社協は、生活福祉資金貸付事業により取得し、又は効用の増加した価格が単   

価３０万円以上の機械及び器具（以下「取得財産等」という。）については、知   

事が別に定める期間（以下「財産処分制限期間」という。）を経過するまで知事   

の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸   

し付け、又は担保に供してはならない。 

 （８）知事の承認を受けて、財産処分制限期間を経過するまでの間に取得財産等を補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供す

る場合は、交付した補助金の全部又は一部を返還させることがある。 

  （９）知事の承認を受けて、取得財産等を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （10）事業完了後、申告により、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合も含む。）には、速やかに知事

に報告しなければならない。 

    また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控

除税額を知事に返還しなければならない。 

 （11）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了年度の終了後５年間   



保管しておかなければならない。 

 （12）社会福祉法人等が社会福祉法人等以外の者に対して当該補助金を交付する場合

には、第１号から第３号まで、第10号及び第11号に掲げる条件を付さなければな

らない。 

    この場合において、第１号、第２号及び第10号中「知事」とあるのは「社会福

祉法人等の長」と読み替えるものとする。 

 （13）県社協は、生活福祉資金貸付事業について、当該補助金を市町村社会福祉協議

会（以下「市町村社協」という。）に交付する場合には、第４号及び第６号から

第 11号までに掲げる条件を付さなければならない。 

    この場合において、第４号から第９号までの規定中「知事」とあるのは「県社

協会長」と、「県社協」とあるのは「市町村社協」と、第９号中「県」とあるのは

「県社協」と 読み替えるものとする。 

 （14）第12号及び前号により付した条件に基づき、社会福祉法人等の長が承認又は指

示をする場合には、あらかじめ知事の承認又は指示を受けなければならない。 

 

（交付申請） 

第５条 この補助金の交付申請は、別紙様式１による申請書を別に定める日までに知事

に提出して行うものとする。 

（補助金の交付） 

第６条 この補助金は、第７条の規定による事業実績報告書に基づき交付するものとす

る。ただし、特に知事が必要と認める場合は概算払することができる。 

２ 前項ただし書きの規定により補助金の概算払を受けようとする場合は、別紙様式２

による補助金概算払請求書を知事に提出するものとする。 

 

（実績報告） 

第７条 事業に係る実績報告は、事業が完了した日、若しくは廃止の承認を受けた日か

ら起算して１か月を経過した日、又は補助金の交付決定を受けた翌年度の４月１０日

のいずれか早い期日までに、別紙様式３による報告書を知事に提出して行うものとす

る。 



 

（変更承認申請） 

第８条 事業の内容の変更及び経費の配分の変更の承認申請は、別紙様式４による変更

承認申請書を提出して行うものとする。 

 

（廃止中止承認申請） 

第９条 事業の中止又は廃止の承認申請は、別紙様式５による事業中止（廃止）承認申

請書を提出して行うものとする。 

 

（財産処分承認申請） 

第10条 県社協は、第４条第７号に規定する知事の承認を受けようとする場合は、別紙

様式６による財産処分承認申請書を提出するものとする。 

 

（貸付原資の返還） 

第11条 県社協は、第４条第５号に規定する報告は、別紙様式７による報告書を提出し

て行うものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告） 

第12条 県社協は、第４条第10号に規定する報告は、別紙様式８による報告書を提出し

て行うものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１８年１月３１日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

２ 山梨県地域福祉推進等事業費補助金交付要綱（平成１５年８月１４日制定）は、廃

止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年９月２８日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２１年１２月２２日から施行し、平成２１年１０月９日から適用す

る。 

   附 則 

この要綱は、平成２３年２月１８日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年９月１６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は平成３０年３月２９日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和元年８月８日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和４年１２月２６日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 



 別表 
 

   １ 事業区分   ２ 基準額   ３  対 象 経 費  

 地域福祉増進 

 事業 

 知事が必要と 

 認めた額 

 １ 日常生活自立支援事業の実施に必要な次に掲げる経 

  費 

   給料、職員手当等、共済費、報償費、旅費、賃金(生 

  活支援員に対する賃金は生活保護受給世帯へ派遣する 

  場合に限る。）需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本 

  費、修繕料、食糧費）、使用料及び賃借料、役務費(通 

信運搬費、手数料）、委託料、備品購入費（単価３０万 

円以上の備品を除く。）、助成金 

 ２ 県社協が生活福祉資金の貸付等の事務を行うために 

  必要な次に掲げる経費 

  (1)  県社協の職員の給与に関する規定により貸付事務 

   担当職員に支給した職員俸給、諸手当及び社会保険 

   事業主負担金並びに社会福祉協議会の旅費に関する 

   規定により貸付事務担当者職員に支給した旅費及び 

   貸付事務の運営に要する諸謝金及び庁費（備品費、 

   消耗品費、印刷製本費、雑役務費、通信運搬費、光 

   熱水費、借料及び損料、会議費及び賃金）、委託料 

  (2)  市町村社協が行う貸付事務の連絡及び貸付事務の 

   運営に必要な旅費及び庁費（備品費、消耗品費、印 

   刷製本費、通信運搬費及び会議費） 

  (3)  貸付調査、償還指導のため民生委員に支給した実 

   費弁償費 

  (4)  平成11年7月13日社援第1731号厚生省社会・援 

   護局長通知の別紙「生活福祉資金債権管理強化推進 

   事業実施要綱」に基づき行う事業の実施に必要な諸 

   謝金、旅費、庁費（消耗品費、印刷製本費、通信運 

   搬費、借料及び損料) 

 ３ 福祉サービス苦情解決事業の実施に必要な次に掲げ 

  る経費 

   給料、職員手当等、共済費、報償費、旅費、賃金、 

  需用費（消耗品費、印刷製本費、修繕料、食糧費）、 

  使用料及び賃借料、役務費（通信運搬費、手数料）、 

  備品購入費（単価３０万円以上の備品を除く。） 

 

 

 

 

 



別紙様式１ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿    

                        

（申請者）所在地                    

団体名 

代表者名         印 

 

年度山梨県地域福祉増進事業費補助金の交付申請について 

 

 このことについて、次により交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

 １ 補助金申請額   金       円 

 ２ 山梨県地域福祉増進事業費補助金所要額調書     （別紙１） 

 ３ 山梨県地域福祉増進事業費補助金支出予定額内訳書  （別紙２） 

 ４ 山梨県地域福祉増進事業費補助金事業計画書     （別紙３） 

 ５ 歳入歳出予算書の抄本 

 



別紙様式２ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿   

                         

（請求者）所在地 

     団体名 

     代表者名         印 

 

概 算 払 請 求 書 

 

     年  月  日付け 第   号で交付決定のあった   年度山梨県地域

福祉増進事業費補助金について、次のとおり概算払いの請求をいたします。 

 

 １ 概算払請求額   金      円 

 ２ 内    訳                              
  
 

  補助金交付 
 決定額 
   ① 

 既概算交付 
 額 
   ② 

 差 引 額  
 
 ①－②＝③ 

 今回概算  
 請求額 
   ④ 

  備 考  

     

 

 ３ 概算払い請求の理由 

 

 

 ４ 支払いの方法  

  (1) 現  金  指定金融機関名                

  (2) 口座振替  振替先銀行名           預金種別（当座・普通）  

          口座名            No.             



別紙様式３ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿 

                           

                   （申請者）所在地 

                        団体名 

                        代表者名          印 

 

年度山梨県地域福祉増進事業費補助金の事業実績報告について 

 

     年  月  日付け 第   号で交付決定を受けた   年度山梨県地域

福祉増進事業費補助金にかかる事業実績について、次の関係書類を添えて報告します。 

                                       

 １ 山梨県地域福祉増進事業費補助金精算書       （別紙１） 

 ２ 山梨県地域福祉増進事業費補助金支出済額内訳書   （別紙２） 

 ３ 山梨県地域福祉増進事業費補助金事業実績報告書   （別紙３） 

 ４ 歳入歳出決算書（見込書）抄本 

  ５ その他知事が必要と認める書類 



別紙様式４                                  

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿       

                     

                    （申請者）所在地     

団体名 

                         代表者名        印 

 

年度山梨県地域福祉増進事業費補助金変更承認申請書 

 

     年  月  日付け 第   号で交付決定を受けた   年度山梨県地域

福祉増進事業費補助金について、次のとおり変更して実施したいので申請します。 

 

 １ 変更事項 

 ２ 変更理由 

 

  添付書類（交付申請書の各様式に準じて変更前と変更しようとする内容を比較し 

 記載した書類）                               

  



別紙様式５                                  

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿                  

          

                   （申請者）所在地 

                        団体名 

                        代表者名          印 

 

年度山梨県地域福祉増進事業費補助金中止（廃止）承認申請書 

 

     年  月  日付け 第   号で交付決定を受けた   年度山梨県地域

福祉増進事業費補助金について、次の理由により中止（廃止）申請します。 

 

 １ 中止（廃止）の理由 

 ２ 添付資料 

  （１） 申請時までの事業の進行状況（事業実績報告書の様式を準用する） 

  （２） その他参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式６ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿                        

    

                    （申請者）所在地 

                         団体名 

                         代表者名                  印 

 

財産処分承認申請書 

 

     年度山梨県地域福祉増進事業費補助金に係る補助事業により取得した財産を、

次のとおり処分したいので、山梨県地域福祉増進事業費補助金交付要綱第１０条に基づ

き申請します。 

 

 １ 処分しようとする財産の明細 

 

 ２ 処分の内容 

 

 ３ 処分しようとする理由 

 

 ４ その他必要な書類 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式７ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿                        

    

                    （申請者）所在地 

                         団体名 

                         代表者名                  印 

 

     年度山梨県地域福祉増進事業費補助金返還について 

 

このことについて、山梨県地域福祉増進事業費補助金交付要綱第１１条に基づき次の

とおり報告します。 

 

 １ 対象となる資金の種類               資金 

 

 ２     年度末現在保有資金額    金       円 

 

 ３ 返還額               金       円 

 

 ４ 返還理由と返還額の算出根拠 

 

 ５ その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 



別紙様式８ 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 山梨県知事      殿                        

    

                    （申請者）所在地 

                         団体名 

                         代表者名                  印 

 

     年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

  年度山梨県地域福祉増進事業費補助金に係る補助事業により消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定したので、山梨県地域福祉増進事業費補助金交付要綱第１２

条に基づき報告します。 

 

 １ 事業実績額 

 

 ２ 仕入控除税額 

 

 ３ 添付資料 

    消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 

 


